
（3）市町村財政比較分析表(普通会計決算) 北海道新篠津村平成22年度
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市 町 村 類 型
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H18  Ⅰ－０ H19  Ⅰ－０ H20  Ⅰ－０
H21  Ⅰ－０ H22  Ⅰ－０

当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

※市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

※平成23年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記しない。

※類似団体内平均値は、充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体を含めた加重平均であるため、最小値を下回ることがある。

※「人件費・物件費等の状況」の決算額は、人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし、人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力
財政力指数 [0.18] 類似団体内順位

35/123
全国平均

0.53
北海道平均

0.26

財政力指数の分析欄

自主財源の柱である地方税収入が歳入全体の約１割であることが、低指数化の大きな要

因であるとともに、人口減少（H22年国勢調査人口 3,515人 H17年国勢調査比▲5.9％）が

進行する中で、自主財源の基盤維持を図るため、引き続き基幹産業である農業や観光及び

商工業の振興に取り組むことにより、歳入の確保を図る。
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財政構造の弾力性
経常収支比率 [81.8%] 類似団体内順位

85/123
全国平均

89.2
北海道平均

87.5

経常収支比率の分析欄

扶助費及び公債費の増加により類似団体平均を上回っている状況にあるが、人口当たり

の職員数が少ないため、人件費は類似団体平均より低く抑えられているとともに、今後の地

方債償還額についても減少することが見込まれることから、引き続き人件費の抑制等、義務

的経費の削減に努める。
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人件費・物件費等の状況
人口1人当たり人件費・物件費等決算額[310,384円] 類似団体内順位

53/123
全国平均

114,985
北海道平均

135,588

人口1人当たり人件費・物件費等決算額の分析欄

人件費・物件費及び維持補修費の決算額が類似団体平均と比較して低くなっている要因

として、人件費の類似団体平均比が２．１ポイント低いことが挙げられる。
今後も、人件費の抑制に努めるとともに、更なる財政運営の効率化に努める。
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給与水準 （国との比較）
ラスパイレス指数[98.5] 類似団体内順位

109/123
全国市平均

98.8
全国町村平均

95.3

ラスパイレス指数の分析欄

給与制度は国公準拠を基本としているが、類似団体平均に比べ高い数値を示している。

平成２２年度決算では、前年度と比較して、退職と新規採用により新陳代謝が図られたこ

とで、２．３ポイント改善しており、適正な定員管理のもと、国家公務員や他の地方公共団体

の状況を踏まえ、給与の適正化に努める。
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定員管理の状況
人口千人当たり職員数[12.94人] 類似団体内順位
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人口千人当たり職員数の分析欄

過去からの新規採用抑制政策により、類似団体平均に比べて６．６９人低い数値となって

おり、今後も効率的な行政運営と組織体制づくりを行うとともに、適正な定員管理を図る。
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公債費負担の状況
実質公債費比率[14.4%] 類似団体内順位

82/123
全国平均

10.5
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実質公債費比率の分析欄

前年度比０．４ポイント上昇し、類似団体平均を上回っている状況となっているが、借入金

残高は減少していることから、平成２３年度決算では１．３％減少し１３．１％を見込んでおり、

今後も実質公債費比率の減少に向けて、健全財政の運営に努める必要がある。
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将来負担の状況
将来負担比率 [34.1%] 類似団体内順位
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将来負担比率の分析欄

類似団体平均を上回っている状況にあるが、近年の将来負担額は減少の傾向にある。

主な要因としては、過疎地域指定の解除により平成１６年度をもって過疎債の借入が終了

したことで、地方債発行額が抑制され、借入金の減少と地方債償還が進んでいることが挙

げられる。
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